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日米多国籍半導体企業の海外活動

に お け る性 格 変遷 (2)

- 途上国への海外アセンブリ投資を中心に-

桑 田 義 弘

ⅠⅠⅠ 日本半導体企業の途上国への進出

日本半導体企業の海外進出は,1960年代後半に発展途上国 (地域)への進出.

が先進国より先行する形で始まった｡日本半導体企業の途上国への最初の直接

投資-進出は,1966年に東芝がメキシコにたいし行っている｡第6蓑は,主要

半重体企業の途上国への進出状況を示したものである｡この表から明らかなよ

うに,進出先につし.､ては米国の場合と同様,東南アジア ･ア豆アNIES地域

に大きく集中している｡また,途上国での事業活動はそのすべてが生産工程の

後工程だけを移転した海外アセンブリとなっている｡

本節では,日本半導体企業の東南アジア ･アジアNIESを中心とした途上

国への進出を,とくにその海外アセソプリ投資の性格変遷に焦点をあてつつみ

ていくことにする｡

1960年代後半,多くの途上国において国内のエレクトロニクス産業保護を目

的として製品の輸入関税の引き上げが行われる一方で,ASEAN諸国などで

は外資を優遇したェレクトロニクス産業の育成政策が打ち出された｡こうした

途上国の諸政策に促迫される形で,日本のセットメーカーは現地市場防衛のた

め大挙して現地に進出するとともに,半導体企業 (垂直統合型企業の場合はそ

の半導体部門)もその動きに歩調を合わせる形で途上国へ進出してい った｡

1966年の東芝のメキシコ進出もそうした動きの一つであった｡東芝はメキシコ

に合弁会社を設立し,家電製品の生産とともにディスク1)-I(個別半導体)■
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第 6表 日本主要半導体企業の発展途上国への進出 (1988年3月現在)

設再 進出企業 所在地 ･現地法人名

二 Ii- -_-I_i--,-TTI-_-:-:-:≡_I:

事 業 内 ＼容

ディスクリート組立て

ディスクリート組立て

ディスクリート鼠立て

ディスク7)-ト(小信
号 トランジスタ)組立
て,IC組立て (75年
から)

ディスクリート組立て

ディスクリート(トラ
ンジスタ)組立て

バイポーラ型 ICの祖
立てを香託

ICの鼠立て

ディスクリートの組立
て, リニアICの組立
て(87年)

ディスクリートの組立
て

トランジスタ,厚膜-
イブリッドIC,リニ
アICの風立て

リニアICの組立て

ディスクリート,TT
L,Mos二C(64K,
256K,lMDRAM)
の後工程

ディスクリート(発光
ダイオ ード)の組立て

トランジスタ, リニア
IC,256EDRAM
(86年8月から)の後工
程

民生用 リニアIC, I
ランジスタの後工程

民生用 リニアIC,256
KDRAM (86年夏か
ら)の後工程 ､

備 考

東芝49.0%出資
現地 ･第三国向け

労働力利用 ･コス
ト低減日的

通信機 ･vTRな
ど生産,現地向け

東芝70%出資で設
立,現在6%強

日電40%,住友10
%,三星50%設立

民生枚器も生産

米国企業の東南ア
ジア進出に対抗

コス ト低減日的

コス ト低減日的

現地 ･第三国向け

コス ト低減目的
9割を日本へ

日本向けが主

85年か ら256K,
88年からlMDR
AMの組立て開始

全量をサンケン電
気に納入

87年10月,検査ラ
イン増設

主に東南アジ7向
汁,87年工場増設

主に米向机 米工
場からチップ輸入
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三 洋 電 機
(東 京)

日立 製作所

松下電子工業

新電元工 業

三 洋 電 機

リ コ ー

セイコーエプ
ソ:/

富 士 通

台湾 :台湾東京晶体股
扮有限公司

香港 :日立セミコンダ
クタ(香港)

シンガポール:シンガ
ポール松下電子

フィリピン:ラブテッ
ク･マニュファクチュ
アリング･インダスト
リー

･ン言1-･カウ す.ソヤゝ′′くつ/クオ
中国(蛇口):三洋半導テイ
体蛇口有限公司

ヒコソヂェ ナ Fソ･}ヤ
韓国:現 代電子(現地
企業) アナソサノブ
韓国;東南産業 (現地
企業)

シンガポール:富士通
シソガポール (1973年
設立)

トランジスタめ組立て

半導体の生産(後工程)
･販売

中信号 トランジスタ,
リニアICの後工程

各種ダイオードの組立
て

小信号 トランジスタ,
リニアICの後工程

ICの組立てを委託

IC (マスクROM,
SRAMなど)の組立
てを委託

畠56KDRAM の後工
餐 (従来の灘電器の生
産はマレーシアに移
転) 〟
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87年春からリニア…
iCの組立て開始

現地 ･第三国向け

88年か ら256KD
RAMの組立て生
産開始

日本国内市場向伊
87年3月ダイオー
ド生産の拠点に

東南アジア向け

円高対策

円高対策

86年末生産開始
半導体組立工場を
新規に設置

(出所) 産業タイムズ社,〔13〕1986･87年版,通産省･電波新聞礼 〔14〕1985年鑑 727ペー
ジ,第6表,および, 『日本経済新聞』, 『日経産業新聞』などより作成

の組立 ･検査事業を開始 したoまた, 日本電気 も68年にブラジルに進出し,過

信椀を生産する一方,デ ィスクリ⊥ トの組立事業を開始 した｡ これ らは当然の

こ.となが ら,いずれ もその製品を現地あるいは第三国市場に販売する形の典型

的な販売地点塑 アセンブリであった23). このように,1960年代後半の半導体企

業の途上国への進出は, 主 としてセ ットメーカーあるいは自社 の セ ット (秩

慕)部門の現地市場の防衛 ･確保型の投資に呼応する形で行われた ものであっ

たといえる｡

1970年代に入ると,東南アジア ･アジアN IESにアセンブリ工場 をもつ米

23)東芝のメキシコでの合弁会社は主に半導体を生産し,その製品の90%は国内市場向桝こそして
残りは南米に輸出している(大泉光一 『国際合弁企業- その理論と実際- 』亜紀書見 1988
年,141ページ)｡一方,日本電気の｢ブラジルNEC｣は,1974年時点で輸出をまったく行って
いない (加賀美充洋,福西彰｢発展途上国における電機･電子産業の発展｣,〔10〕,28129べ-ジ,
第1-6表)｡
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国の大手企業が,しだいに日本市場にたいLICの安売り攻勢を仕掛けるよう

になってきた24)Oそうした中で,日本企業の一部には米国企業に対抗する形で,

東南アジア ･アジアNIESにオフショアアセンブリ投資を行うものが現れる

ようになってきたoたとえば,三遷電枚は70年,台湾での合弁会社にICの組

立生産を委託し,完成品を日本-再輸入し始めた｡また,東京三洋電枚 25)は72
1丁サン′

年に,韓国の馬山に進出しトランジスタとICのオフショアアセンブリを開袷,

さらに翌73年には,サシヶソ電気が同じく鳥山に進出し完成品の全量を日本へ

再輸入するという純粋なオフショアアセンブリを展開し始めた｡この よ うに

1970年代前半には,米国企業の東南アジア ･アジアNIESへの進出に対抗す

る形で,日本企業もオフショアアセンブリ投資を行うようになってきている｡

二万,この時期は60年代後半と同様,東南アジア ･アジアNIESに進出した

先進国のセットメーカー (自社のセット部門も含む)向け需要をおもに狙った

販売地点型アセソブ1)投資も活発に行われているoたとえば,東芝は円年にマ

レーシアのセランゴールに進出しトランジスタとICの組立生産を開始したが,

これは同社のセット部門の海外生産に呼応したものでもあった｡また日本電気

は同年,シンガポールに林立するセットメーカーへの供給も視野に入れる形で

マレーシアのセランゴールに進出し, トラソジスタの組立生産を開始した26)a

1970年代後半から80年代初桝 こつ いてみてみると,東 南 ア ジア･アジア

NIES地域のセッtlメーカー向け需要を狙いとしたアセンブリ投資がこの時

期においても活発に行われており,それが支配的形厳となっている｡ただ,こ

の時期の販売地点型アセンブリ投資の特徴としては,その性格がよりいっそう

強まったものとなっているということである｡すなわち,1977年秋以降の急激

な円高を契機に日本のセットメーカーが東南アジア ･アジアNIESへの生産

24) 『日本経済新聞』1970年10月6日付,および同年11月 9日付｡

25) 東京三洋電枚は1986年12月,三洋電機に吸収合併された｡

26) 1977年時点での ｢NECマレーシア｣の製品供給先については,親会社 (日本電気)向けが15

%,シンガポールの子会社向けが35%,そして香港の子会社向けが50%となっている｡Li血and

Ping,〔24〕,p.66.
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移転を大挙してすすめた結見 この地域の市場がかなりの親槙に達するにいた

り,各企業は現地のアセンブリ子会社に販売会社機能をもたせるようになって

きたということである27).たとえば,東芝および日立製作所は78年,マレーシ

アのアセンブリ子会社でそれぞれ販売活動を本格化させている｡また日立製作

所は78年に,香港に半導体の組立生産および販売を行う現地子会社を設立して

いる｡このように70年代後半以降,東南アジア ･アジアNIES地域に立地す

る販売地点型アセソブリ工場は,現地 ･近接市場への志向性をよりいっそう強

めるようになってきている｡

1980年代半ば以降については,85年秋からの急激な円高ならびに米欧との半

導体摩擦の激化の影響を受ける形で,東南アジア ･アジアNIESでのアセン

ブリ活動に新たな性格変化が生じてきている｡それは,まず第一 に この地域

の大手企業の販売地点型アセソブ1)工場の中に超LSI(64K,,256K,1M_

DRAM)28'の世界的供給基地として機能す る ものが現れて'きたとい うこ と

(いわば ｢世界的供給基地塾アセンブリ｣への性格変遷)｡そして第二に円高

対策すなわちコス ト低減策としてアジアNIES企業にたいLICの組立生産

を委託するケース (｢国際的下請生産｣)がしだいにみられるようになってきた

ということであ･る｡前者に関しては,①日本からの直接輸出を第三国経由に切

りかえることで半導体摩擦を緩和する ㊤円高対策としてコスト低減をはかる

㊥円高を契磯に日本の産業用エレクトロニクスメーカーの進出が増大し需要が

急拡大している東南アジア ･アジアNIES市場へ製品を供給する, ことなど

を目的に生じている現象といえるOこうした例としては,85年の 日立 製作所

(マレーシア,88年には1Mも),86年の東芝 (マレーシア),富士通 (シンガ

ポール)などがある｡一方,後者は日本企業の円高対策が契機となって生じて

いる現象にはかならないが,アジアNIES企業の力量の高まりがそれを可能

27) 『日本経済新聞』1978年1月29日付｡

28) DRAM (DynamicRandomAccessMemory)とは蓄えた情報を保持するために,約2/1,000

秒ごとに再充電 (リフレッシュ)を繰り返すことが必要な随時書込み読み出しメモリーのことで

ある｡
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にしているという側面も見落としてはな息まい29'｡また日本企業側からすれば,

現地企業への組立生産の委託はアセンブリ工場の新鹿設立に比べ投資の節減や

リスクの軽減などにつながり,とりわけ中堅メーカーにとってはより好都合な

ものといえよう｡こうした生産委託の例としては,86年のリコーおよびセイコ

ーエプソンによる韓国企業にたいするICの組立生産委託などが挙げられる｡

日米の半導体産業間競争が米国側の危機感の高まりを背景として ｢国家安全

保障｣の絡んだ政治問題にまで発展し,1986年9月には日米政府間で半導体協

定が締結されるにいたった (合意は7月31日)｡この協定の最大の 日的駄 目

本企業によこる米国へのダンピング輸出を防止する価格監視システムの導入 (栄

国側による公式市場価格-FMVの設定)にあった｡この価格監視システムの

対象には,第三国経由のDRAMやEPROM30)などの対米輸出製品も含まれ

ることになったため, 日本企業による東南アジア ･アジアNIES地域のアセ

ンブリ工場経由の対米輸出にも親御の網が掛けられることになった｡そのた軌

日本企業が半導体摩擦の回避を主目的に進めてきたマレーシアやシンガポール

におけるアセンブリ工場の ｢世界的供給基地塑｣化の動きが抑制される恐れが

生じるにいたった｡しかし,以下の諸事情からその性格変遷は現在までのとこ

ろ後退してはいない｡OFMVが高価格に設定されたことで,日本より低コス

トで組立生産でき一るこの地域の工場からの対米輸出は高収益を生むことになっ

た,㊤米国における半導体需要の好調さから迂回輸出に量的な制約が課せられ

ることがなかった,④円高の持続的昂進により,セットメ一九一による相対的

に高付加価値の製品生産シフトも活発に行われ超LSIにたいする現地 ･近接

29) アジアNIES企業の中には,超LSIの一貫生産を行っているものもいくつかある｡その代
サ.hyl/バンrナjち ty yy I.FyナナヨyJ}Jrサ ′7'

蓑的なものは韓国企業であり,三星半導体通信 (三星電子),現代電子産業などは米国企業にた

いし超LSIメモT)-のOEM供給を行うほどの力量をもっにいたっているO韓国以外では若干

の台湾企業が超LSIの一貫生産を行っているが,在米華僑資本を含む外資への依存度が高く,

韓国に比べればかなり見劣りがする｡韓国を中心としたアジアNIES企業の先進国企業にたい

する追い上げがマスコミなどでしばしば語られるが,半導体製造装置や材料は日本や米国にほと

んどすべてを依存しているのが現状であり,その実力を過大評価することは避けるべきである｡

30)EPROM(ErasableandProgrammableReadOnlyMemory)とは,鍔外線で消去 ･再書き
込み可能な読み出し専用メモリ-のことである｡
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市場が拡大した,などの理由から,日本企業のこの地域における ｢世界的供給

基地型アセソプ1)J化の動きに後退現象は起こらなかった｡ただし,摩擦の激

化やASIC化の進展などに伴い米欧で一貫生産体制が整備されるにつれ,そ

の性格がしだいに弱まることが予想される｡なお,米国企業のように途上国に

前工程工場を移転する企業は,現在までのところ日本企業にはない｡日本企業

の中にそうした動きが現れるのは,おそらく1990年代も半ば以降のことであり,

途上国において相対的に独自性を有した一定親模の地域 (半導体)一市場が形成

されることがその前損となるであろう｡

以上みてきたように, 日本企業の途上国 (東南アジア ･アジアNIES)へ

の進出すなわち途上国における海外アセンブリは,当初より一貫して現地およ

び第三国市場への供給を主目的とした販売地点塾アセンブリがその主流となっ

ている｡また1980年代半ばからは,マレーシアやシンガポールの工場で ｢世界

的供給基地型｣化も進行しつつあるが,将来的にはその性格も弱まり｢販売地

点型｣へと戻っていくと思われる｡オフショアアセンブリも70年代前半に数多

くみられ,また現在もいくつか存在してはいるが,米国の場合に比べればその

水準ははるかに低いといえる｡つまり日本企業の場合,販売地点型アセソプ1)

が途上国における海外アセンブリの典型的形腰となっているといえるだろう｡

ⅠV 90年代における多国籍半導体企業の企業内国際分業像

前二節において, 日米多国籍半導体企業の途上国 (地域)への進出を,とり

わけ東南アジア ･アジアNIES地域におけるその海外アセンブリ活動の展開

ならびに性格変遷に焦点をあてながらみてきた｡またⅡ節では,将来の企業内

国際分業の形態を変えるような新たな動きが,1980年代半ば以降米国企業の中

に出現しつつあることに若干触れておいた｡本節では,1990年代以降の日米多

国篇半導体企業の企業内国際分業像を,半導体産業の様相が80年代半ば以降変

貌を遂げつつあることを踏まえ,とくに資本主義世界経済体制との係わりで考

察することにする｡
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半導体産業では,電子機器や自動車などの半導体を応用した製品メーカーが,

競争力強化を目的とした製品差別化戦略の見地からカスきム (特別 注文)･セ

ミカスタム (半特別注文) ICを要望するようになってきており,80年代半ば

からAS(特定用途向け) IC市場が急速に拡大してきている｡米データクエ

ス ト社の予測によると,世界のASIC市場は86年の58億 ドルから,90年には

130億 ドルにまで拡大すると見込まれている31)｡日米半導体協定の締結を境に,

日本企業も従来のメモリーなどの汎用 ･量産型 IC重視路線から,高付加価値･

多品種少量生産型のAS∫C重視路線へと戦略転換しており,米国に続いて日

本市場においてもASIC化が急速に進行している82)｡このようなASIC化

の進展は,設計段階から顧客により近接ずる必要性を生じさせ,半導体企業を

して国内外の有力市場 (途上国も含む)に数多くのデザイン･センター (D･

C)を設立させるにいたっている88).また,とりわけ市場規模が巨大な先進国

においてほ,ASIC用の前工程工場の設立が内外の多国籍企業の手により進

められている34㌔

ASIC化の進展は,メ母l)-などの汎用品の重要性の喪失を決して意味す

ることはない｡なぜならその代表格のDRAMは,微細加工技術の最先端を走

る製品であるため (いわゆるテクノ戸ジー･ドライバ-),この製品開発 で遅

れをとることはASICを含めた他のすべての製品の競争力の低下に導き,令

企業としては撤退することのできない分野であるからであるOまた,コソピュ

31) 『月刊 Semiconduct∝World』1987年12月号,79ページ｡

32) 世界のAS∫C市執 こおけるEl本市場シェアは,1986年にはゲートアレイが28%,スタンダー

ドセルが5%であったが,91年にはそれぞれ29%,22%にまで拡大するとみられている (ICE

社予測)｡プレスジャーナル詞査部,〔12〕,57ページ｡

38) II節でみたように1980年代半ば以降,米国企業は途上国にもD･Cを相次いで設立するように

なっている｡一方,日本企業は東芝が87年4月に香港に.松下電子工業が同年秋にシンガポール

に設立するなど,途上国へのD･C設立がようやく本格化しつつある0

34) 日本企業による米国への前工程 (一貫)投資に閑してみると,たとえば富士通が88年秋から米

国オレゴン州グレシャムでASICの前工轟工場の操業を開始し(『日経産業新陳』1987年8月26

日付),欧州では88年中にASIC一貫生産工場の建設に入る予定である (『日刊工業新聞』1988

年 1月22日付)｡ また,三菱電棟はASIC一貫生産工場を米国ノースカロライナ州ダーラムに

新設し,89年にサンプル出荷を開始する方針である (『日刊工業新聞』1987年プ月1日付)｡
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一夕や次世代TVの高品位TVなどは大量のメモリーを必要とするため,メモ

リー市場は将来においてもかなりの比量を占め続けるものと予想される｡した

がって,80年代半ばから始まったメモリー市場の覇者 ･日本企業による先進国

へのメモリー一貫生産投資は,主として半導体摩擦に促迫される形をとりなが

らも着実に進行していくことだろう35)0

ところで,戦後の資本主義世界経済体制は,自由 ･無差別 ･多角主義のガッ

ト体制下で発展してきた｡だが,1970年代後半に入って各国経済の不均等発展

を背景に諸国間での貿易摩擦が激化してくるにつれ,ガットの場で自由貿易の .

促進が話し合われる一方,実質的には保護主義が台頭するようになってきたo

とりわけ80年代半ばに入ってからそうした動きは活発化している｡87年11月の

米国 ･メキシコ間での自由貿易促進協定の調印,そして88年 1月の米国 ･カナ

ダ間での自由貿易協定の調印は,そうした動きの代表的なものといえる｡この

二つの協定は,ともに貿易 ･投資障壁の撤廃を目標としておb,成 り行きによ

っては北米自由貿易圏の形成に繋がる可能性を持ったものである｡南米におい

ても,86年7月のブラジル '･アルゼンチン間での経済統合協尭締結を契棟に,

各国間での経済統合化の動きが活発化してきている｡欧州は,周知のごとく経

済統合化がもっとも進んだ地域であり,1992年にはEC統一市場が完成するこ

とになっている｡各国間での利害対立が絡んで貯余曲折することも予想される

が,現在の情勢からみて90年代には欧州に巨大な統一市場が誕生することにな

るだろう｡このECをモデルにして,世界の各地域では経済統合化 の試 みが

60年代から展開されてき､ている｡ASEANはその代表的な ものであるが,

ASEANの場合は豪州 ･ニュージーランドを含めた ｢アジア･太平洋共同市

場｣へと発展していく可能性も秘めているといえるだろう｡ (第7表参願)

各国間での利害衝突からその動きには一進一退があると予想されるとはいえ,

世界の各地域で経済統合化が進展あるいは自由貿易圏が形成されてゆくことに

35) 88年3月現在で,先進国においてDRAMの一貫生産を行っている日本企業は,日本電気のみ

である (米国カT)フォルニア州 ローズビルおよび英国スコットランド･リビングス トン)｡



第7表 資本主義世界経済における経済統合の主な敷き (1980年代以降)
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1980年 ASEAN.EC経 ASEAN経済閣僚会議,域 内特恵関税の大幅拡 大やASEAN-EC開発基金の設立決 める(4月) SELA,独自の金 OAU第 1回経済間
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第 1国 多国籍半導体企業による企業内国際分業の将来像

①拷走国の半導体企業ではなく.､多国籍半導体企業一般の企業内国際分業像を示したものである｡

●●●●
なり,90年代以降には世界市場が相対的に独自性を持ったいくつかの地域市場

に分割されることになると予想される｡そうなると,市場確保を目的とした多

国籍企業の地域市場への進出が促進されることにな6,多国籍企業の企業内国

際分業の様相も一変してこよう｡すなわち,各地域市場内における経営が相対

的独自性を与えられ,グローバルに展開されたピラミッド型の企業内分業 (い

わば企業内世界分業)から,地域内分業と地域間分業とが重層的に絡まった企

業内国際分業へと変貌していくものと考えられる｡

それでは,1990年代以降の予想される資本主義世界経済体制像を考慮に入れ

つつ,日米多国籍半導体企業の企業内国際分業の将来展望を行うことにしよう｡

世界市場の地域的分割化の影響も受杜ながら,1990年代には,世界に四つの

大きな半導体市場 (その市場特性には相対的独自性がある)が出現することに

なるだろう｡すなわち,日本,北米,西欧,アジア ･太平洋 (その中心は東南
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アジア ･アジアNIES市場,日本は除く)の四大市場の出現である｡今日ま

で途上国での一貫生産は例外的なものとみられ,途上国に展開された工場は低

賃金労働を利用した組立生産拠点という意味合いが強かった｡しかし,その主

たる原動力が先進国企業によるものとはいえ途上国市場が拡大した結果,途上

国においても先進国と同様に一貫生産体制が確立されるようになってきた｡も

ちろん,途上国は将来的にも組立拠点として大いに利用されていくことであろ

う｡いずれにせよ90年代においては,多国籍半導体企業は各市場で,その市場

特性や要素既存状況に合致した一貫生産体制を確立することになるものと思わ

れる｡ただし,その内容は企業により異なり,たとえばA社は四大市場で各市

場特性にもっとも適した製品の一貫生産体制を形成するのにたいし,B社はア

ジア ･太平洋市場に日本市場を含めた三大市場体制を形成し,日本な.いLは東

南アジア･アジアNIESに前工程工場を設立する場合もあるだろう｡′当然の

ことながら,各地域内では前工程工場を核に工程別の域内分業が,そして製品

別の域内分業も活発に展開されることだろう｡

先進国市場においてE3:,一般にその市場特性からして,先端的でより付加価

値の高い製品の一貫生産体制を確立するとともに個別半導体やリニアICの一

貫生産も行われよう｡途上国市場 (東南アジア･アジアNIES市場)で一貫

生産が行われる場合には,個別半導体やリニアICなどの技術的にはあまり高

度でなく,付加価値もより低い製品の一貫生産が行われることになろうo 先端

的製品については鼠立生産は行われても,一貫生産は近い将来においてもあま

り行われないと思われる｡なぜなら,移転先の途上国子会社が十分な技術的対

応力を有していないからであり,また途上国市場における最大の顧客と思われ

る先進国セットメーカーの一般的な生産品目は,普及型の家電製品や通信機な

ど相対的に付加価値が低く,個別半導体を多用するものが多いからである｡だ

がこの途上国での一貫生産に関しては,日米企業間でかなりの差異が出そうで

ある｡つまり途上国への一貫生産工場設立では,Ⅱ節でみたように米国企業の

方がよ.り積極的であり,日本より先に東南アジア･アジアNIESに一貫生産
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工場を設立し,それを日本市場も含めたアジア ･太平洋市場全体への製品供給

拠点として位置づける場合も存在するだろう0日森企業の場合は一東南アジア

･アジアNIESとの経済的結びづきが比較的強いことや生産工轟の自動化意

欲がきわめて強いことなどの理由で,個別半導体の前工程でさえなかなか途上

国へ移転しないものと思われる｡

以上 資本主義世界経済体制における地域経済統合化の動きを考慮に入れつ

つ,1990年代以降の日米多国籍半導体企業の企業内国際分業の将来像を展要し

てきたQ従来先進国に限られてきた一貫生産体制の確立が途上国へも波及し,

途上国も含めた世界の有力地域市場で相対的に独自性をもった企業内分業が展

開されるだろうというのが,その最大のポイントである｡いうまでもなく,多

国籍半導体企業の国際的な企業内分業 (工程別,製品別)は,それぞれの地域

内だけで完結するものでは決してない9すなわち,スケ- ルメ1)ッ トの追 求

(各地域でその市場特性にもっとも適した製品を大規模に生革)や為替 リスク

の回避を目的に,各地域間で一定の製品を相互に融通し合うことが一般的に行

われるだろう｡また,製品の優位性 (MPUなど)や需要の変化に柔軟に対応

するという理由から,ある先進国市場で前工程を終えたチップを他市場に供給

するとい うことも,現在と同様に行われることであろう｡諸企業は各地域市場

に相対的独自性を与えながらも,-つの地域だけで分業を完結させることなく,

工程別,製品別の企業内分業を重層的かつ世界的親榛で展開することになるも

のと思われるQ

(1988年4月28日)
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